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論文
アメリカの大学における
IR (lndustrial Relations) プログラムの展開
一一第二次世界大戦後から1960年代に刺?ての特徴と批判を中心にして一一
倉田致知
要約 アメリカの大学における IR (Industrial Relations) プログラムの導
入は. 1920年代からはじまった。 Ka岨nan (1993) に従うと.その当時のそ
こでの研究と教育は. PM (Personnel Management) 学派に基づ".ていた。
しかしながら.第二次世界大戦後以降，活動の範囲と内容において多様性を呈
しつつも ILE 学派に恭づく IR プログラムが主流となるに至った。その多様性
は IR プログラムに対するいくつかの批判と関わっていた。本稿は.第二次世
界大戦後から 1960年代にかけての IR プログラムの設問背景，プログラムの特
徴.およびそれに対する批判を明らかにしている n 戦後設問された IR プログ
ラムにおいては人間関係論や人事管理論.そしてそれらに基づく教育は重視さ
れていなかったことを指摘するととともに.たとえ 1960年代までは ILE 学派
に基づく IR プログラムが主流であったとしても その内容が必ずしも今日に
おいても続いているわけではなし‘ことを述べ，結びとしている。
キーワード: IR (労使関係: lndustrial Relations). IR プログラム. PM 学
派(人事管理学派: Personnel Management school). ILE 学派(制度学派労




第 l 節 今 11 (2010年 8 月時点)のアメリカの大学における
IR の学位修得プログラム





日本の大学では皆無に近いが.アメリカの大学では IR (Industria1 Relations) 
や LR (Labor Relations) という専門分野の名称が.あるいは IR (または LR) と
Human Resources の複合語の専門分野の名称が付記される学位や認定書を修
得可能なプログラムがある。例えば. University of New Haven における
“Labor Relations" という修士や University of Illinois における“Human
Resources and Industrial Relations" といった修士などである。また，それら
が提供されている学部や学科やその大学院においては.学位修得プログラムの
みならず，実務家向けに IR や LR に関するレクチャーやセミナーが催される
場作もある(注:これらを一括して IR プログラムと呼ぶことにする。詳しくは第 2 節
で述べる)。
アメリカの大学における IR プログラムの導入は. 1920年代からはじまったり
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るおよび指導することを意味した。 Kaufman に従うと.この文脈において.





他の学部で. IR プログラムが提供されている。また. IR プログラムの中で
HRM コースが展開されたり あるいは IR のみならず HRM の学位プログロ
ムもあったりと，大学によって多様である。 Hicks の捉える IR に近いプログ
ラムを有する大学もあれば.プログラムの説明において IR と HRM の指す領
域は違うことを指摘している大学もあり. 1920年代から 1930年代にかけての
PM 学派的 IR プログラムが現在においても当てはまるかどうかは言い難い。
本稿は. HRM の生成と展開についての研究の一環であり.第二次世界大戦
後から 1960年代までの IR プログラムの展開を中心にして 戦後の IR プログ
ラムはいかなる背景や理由で導入され，いかなる特徴を有していたのか，また.
その展開の中で PM あるいは HRM はどのように位置づけられていたのか.を
明らかにしている。加えて.先に述べた多様性は.この時期において導入され
2) Kaufman (1993), ppA6-47, p.219, Hicks (1941), pp.145-150 (l.iJ 訳待， 157-162ページ)。
Kau企nan によると.歴史的には IR は雇用の全側而を含み.その修正用鼎である LR はその中で
も特に経営側と労働者H!IJ の|刈係に民点を当てており， LR はより ILE 学派的な意味が込められて
いるとされる。尚， Kaufman に従うと， 19世紀末や20世紀初頭にかけては， IR が (HRM の前
身である) PM の中に含まれるのではなく IR の中に PM が含まれてし、たことになる。しかし
ながら20世紀初頭から半ばにかけて IR の研究領域で活発に研究を行った ILE 学派は.とりわけ
組合.団体交渉.政府の政策.ならびに法について， PM 学派や HRM の見解や認識とは大きく
異なることとなり， ILE 学派の考える IR と PM 学派の考える IR は食い違っていったとされる。
それにともない， IR や LR は， PM や HRM とは異なるとも.あるいは(たとえ組合や団体交渉
を所与としていなくとも.あるいは所与とせず代わるものを探求しているからこそ) PM こそが
IR を重視してし e るとも指摘されてし hったとされる [Kaufman (1 993) の述べる正E 学派および




述べている。第 1 節は 2010年 8 月時点でアメリカの大学で導入されている
IR プログラムの特徴を.第 2 節は，第二次世界大戦後における IR プログラム
の導入背景とその特徴を.且つ IR プログラムに対する反対や批判を明らかに
している。第二次世界大戦後から 1960年代までは ILE 学派に基づく IR プログ
ラムが主流となったが.その内容が必ずしも今日に至っているわけではないこ
とを強調し.結びとしている口
第 1 節 今日 (2010年 8 月時点)のアメリカの大学における
IR の学位修得プログラム
現在 (2010年 8 月時点).アメリカの大学においては. Industrial Relations あ
るいは Labor Relations という あるいはそれらと Human Resources の複合
語の専門分野の名称が付記される修士や博士の学位がある。表 l にその大学を
掲載しているo 表 l における大学の抽出は次のようにして行った。日米教育委
員会におけるホームペ-Uにおいて紹介されている大学院の検索サイトの
GmdSchoolscok\ 修士または博士の学位を授与している大学に絞った。そ





位プログラムの詳細を調べたn その48の大学の内. Industrial Relations や
Labor Relations といった用語の あるいはそれらを含む名称が付記される修
3 ) http://www.fulbright.jp/index.html (2010年 8 月時点の情報に基づく。)
4) http://www.gradschools.coml(2010年 8 月時点の情報に基づく。)
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土や博士修得プログラムを提供している大学だけを表 l に掲載した。 Pennsyl­
vania State University のように.学士と修士を同時に修得できる制度があっ
て.学士や修士のプログラムのいずれかに IR (Industria1 Relations) や LR (laｭ
bor relations) の名称がある大学も表 l に含めた。
“ Human Resources and Industrial Relations" という修士のプログラムを提
供している West Virginia University のその説明においては. r我々のプログ
ラムは.アメリカで最も早く創られた HR プログラムの一つであり.囲内に35
しかない Human Resourcesぺndustrial Relations のフルタイム・プログラムの
内の一つであ ~J と記載されている。この説明からは. HR (Human Reｭ
sources) だけの専門領域の名称を含む学位プログラムもその35という数字に入
っているのか否かは分からないが.先に述べた方法で筆者が調べた限りにおい
ては.表 l における 17の大学が. IR や LR.あるいはそれらと HR の複合語の
専門領域名称を付記する学位の修得プログラムを提供している(注: University 
of Massachusetts を含むと 18校になる)。
まだ存在するかもしれないが.表 1 からも明らかなように.プログラムは多
様な形態をなしている。例えば経営や商学や経済といった学部から与えられ
る場合もあれば. Pennsylvania State University や Cornell University のよう
に.経営や商学や経済といった学部とは違う他の学部から授与される場合もあ
る。 LR と HR の相違に関して. New Y ork Institute of Technology のように，




5) http://www.be.wvu.edu/msir/index.htm (2010年 8 月時点の情報に基づく。)
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と修士を 5 年間で修得できる大学もある。
尚，表 l にはないが. Massachusetts Institute of Technology においては.
Hicks が関わって1937年に íDepartment of Economics and Social ScienceJ 
における一部所としてíIndustrial Relations SectionsJ が設置され.そこから
IR プログラムが提供された円その部所のディレクターとなった者の中には，
W. R. Maclaurin. D. McGregor. C. A. Myers がおり，設立の当初の10年間の研
究所産は，広範聞にわたっていたが，主に労働市場，人間関係，人事管理に重
点が置かれていた。その後の 1965年に.その IR プログラムは. Sloan 校の
侒loan School of ManagementJ に移動したが，現在では. 侒loan School of 
ManagementJ においては IR や LR といった付記の学位は無ぷ。
アメリカの大学から IR プログラムが消えたわけではないが. PM という用
語が HRM へと代わる中. 1920年代から30年代において Hicks が関わった PM







6) Myers (1967). p.732. Kaufman (193). p.47, Hicks (1941), p.l50. (同訳書， 162ページ。)
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衰 1 : IR や LR の学位修得プログラムが設置されている大学(修士・博士限定)
City University of New York 
Baruch 校の rZicklin School of BusinessJ において.フルタイムで就業しており.
パートタイムで学びたい社会人を対象に“Industrial and Labor Relations" という修士
(Executive Master of Science) のプログラムが提供されている(この学士や博士は
無い)。
参考) http://www.cuny.edulindex.html http://zicklinbaruch.cuny.edu/ 
http://zicklin.baruch.cuny.edulprograms/exec/ 
Cleveland Statc Univcrsity 
Nance 校の rCollege of Business AdrninistrationJ において. MBA を含むし、くつ
かの学位修得プログラムが提供されている。そのうちの一つに“Labor Relations and 
Human Resources" という修士 (Master) のプログラムがある(この博士は無い)。
学士名称には使用されていないが.学士過程の専攻において“Management and 
Labor Relations" という主専攻がある。
参考) http://www.csuohio.edu/ http://www.csuohio.edu/business/ 
Cornell University 
rSchool of lndustrial and Labor RelationsJ において.学士のプログラムを含む
次の修士や博士を修得することができるり
IR の専門領域で研究および教育に従事することを目的としている学生 lílJ けに.
“ Industrial and Labor Relations" という修士 (Master of Science) および博士のプロ
グラムが提供されているのこれらプログラムを志望する大学院生は，組織行動 (or­
ganizational behavior). HR 研究 (human resources studies). 労使関係・労働法・
労働史(labor relations. law and history). 国際労働・比較労働(international and 
comparative labor) といった研究領域のいずれかを学ぶことになるの
また.この領域で働きたい.学んだことを職場において実践に移したレとする人向
けに. 2 年Il{j制で "Industrial and Labor Relations (MILR)" とし寸修士 (Master) の





加えて.“MS Degree Track for BS ILR" とし追うプログラムもあり. IR の学術的研
究領域において修士レベルの研究を一層行しるたいと切望して V' る学部生に対してこの
学士 (Bachelor of Science) および修士 (Master of Science) を同時に取れる 5 年間
制のプログラムが提供されている。
さらには. MBA の学位のプログラムを実施している nohnson SchooU との共同




する人向けの“MILRlMaster in Management (ESCP Europe)" という 3 年間制のプ
ログラムもある。
これらの学位は経営学や商学や経済学の学部から与えられるわけではなく. MBA 




lndiana University of Pennsylvania 
rCollege of Health and Human SenぺcesJ の rDepartmcnt of Employmcnt and 
Labor RelationsJ において.“Employment and Labor Relations" という修士
(Master of Arts) を修得することができる(この学士や博士は無い)。この学位は，
経営学や商学や経済学の学部から与えられるわけではなく. HRM の学士や MBA の
プログラムは rEberly College of Business and Information Technology J から提供
されている。
参考) http://www.iup.edu/ http://www.iup.edu/elr/default.aspx 
http://www.iup.edu/business/default.aspx 
Michigan State University 
r College of Social ScienceJ の rSchool of Human Resources and Labor Relaｭ
tionsJ において. "Human Resources and Labor Relations" という修士のプログラム
が提供されている(この学士は無い)。この修士と法務専門職学位(J. D : Juris 
Doctor) を同時に修得することができるプログラムも用意されている。また.




の学位修得プログラムは. rBroad College of BusinessJ から提供されている。
参考) http://socialscience.msu.edul http://hrlr.msu.edul 
http://hrlr.msu.edul academicl doctorall approach.php 
http:/ゐroad.msu.edul
New York Institute of Technology 
rSchool of ManagementJ において. MBA を含むいくつかの学位修得プログラム
が提供されており，そのうちの一つに“Human Resources Managemenl and Labor 
Relations" とし寸修士 (Master of Science) のプログラムがある(この学士や博士は
無い)。
HRM と LR に関して. rHRM と LR の専門家は.会社内の労使の要望に対して均
衡を凶る。 HRM の専門家は給与.福利厚生.採用.訓練.評価の指揮を執る。 LR
の専門家は.契約交渉.団体交渉.組合組織化.仲裁における組合と経営側の仲介役
として活動する。両専門家は.労働法と従業員福利厚生プログラムに関して広範囲な
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知識を要求する」と説明されているり
参考) http://www.nyit.edu/ http://www.nyit.edulmanagement 
http://www.nyit.edu/ managementl graduate/human_resources_ms/ 
Ohio State University 
fFisher College of BusinessJ において MBA を含むいくつかの学位修得プログラ
ムが提供されており その内の一つに "Labor and Human Resources" という修士
(Master) や博士のプログラムがある(この学士は無い)。
参考) http://www.osu.edu/ http://fisher.osu.edu/ 
Pennsylvania State University 
f College of the LiberaJ ArtsJ の fDepartment of Labor Studies and Employｭ
mentJ において. uLabor and Employment Relations" という学士のプログラムが提
供されている(注:単位取得科目数やその科目によって Bachelor of Arts か Bache­
lor of Science になる)。この大学院においては“Human Resources and Employｭ
ment Relations" の修士 (Master of Science) のプログラムがある u
また，すでに ζの領域で働いている，またはこの領域でキャリアを築きたい実務家
を対象に "Professional Studies in Human Resources and Employment Relations" と
いう修士 (Master of ProfessionaJ Studies) のプログラムが提供されている。ならび
に，学士と修士を同時に修得可能な "Integrated B.S. in Labor and Employment 
Relations and M.S. in Human Resources and Employment Relations" とし h うプログ
ラムが 5 年 IIIJ制で提供されている。加えて.スペイン語・ヒスパニックの文化に関す
る学士と "Human Resources and Employment Relations" の修士を同時に修得する
ことができる“Integrated B.S. in Spanish and M.S. in Human Resources and 
Employment Relations" とし、うプログラムもある υ また.法務専門職学位(J. D: 
J uris Doctor) と“Human Resources and Employment Relations" の修士 (Master
of Science) を同時に修得することもできる。
これらの学位は.経営学や商学や経済学の学部から与えられるわけではなく.
MBA を含む他の経営領域の学位修得プログラムは fSmeaJ College of BusinessJ か
ら提供されている。尚. "Human Resources and Employment Relations" の博士は無し、。
参考) http://www.la.psu.edulindex油tm1 http://lser.la.psu.edu/ 
1ltp:llwww.smeal.psu.edu/ 
Rutgers. The State University of New Jersey 
rSchool of Management and Labor RelationsJ において.し冶くつかの学位修得プ
ログラムが提供されている。その中に. "Labor and Employment Relations" という
修士 (Master) のプログラムと "IIuman Resources Management" という修士
(Master) のプログラムがある。ならびに. "Industrial Relations and Human Reｭ
sources" とし寸博士のプログラムもある ι 学士過程においては.“Labor Studies and 
Employment Relations" とし、う学士のプログラムが提供されている(注: liiJ 大学の
School of Arts and Sciences の学生かどうか，働きながら学ぶか百カ\取得すべき科
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tl. 等で Bachelor o[ Arts か. Bachelor o[ Sciences かになる)。
ただし. rSchool of Management and Labor RelationsJ においては. MBA のプロ
グラムは提供されていない。 MBA のプログラムや他の経営領域の学位修得プログラ
ムは rRutgers Business SchooU から提供されている。
参考) http://www.smlr rutgers.edulrnisc/index.html 
http://www .business.rutgers.edul 
http:ノ/www.smlr.rutgers.eduIBALERよBA_BS.html
University of Ilinois 
rSch∞1 of Labor and Employment RelationsJ におし、て. . H uman Resources 
and Industria1 Relations. とし寸修士 (Master's degree) や博士を修得することがで
きる(この学士は無い)。この学位は.経営学や商学や経済学の学部から与えられる
わけではなく. MBA を含む他の経営領域の学位修得プログラムは rCollege of 
BusinessJ から提供されている。
参考) http://illinois.edu/ http://www.ler.illinois.edu/index.html 
http://www.ler.illinois.edu/prospectivestudents/index.html 
University of Minnesota 
rCarlson School of ManagementJ において. MBA を含むいくつかの修士や博士
のプログラムが提供されており そのうちの一つに "Human Resources and Indusｭ
trial Rclations" の修士 (Master of A口s) や博士のプログラムがある。学士名称には
使1+J されていないが学士課程の専攻において“Human Resources and Industrial 
Relations" という主専攻がある。
参考) http://www l.umn.edu/twincities/index.php http://www.csom.umn.edu/ 
University of New Haven 
r College of BusinessJ において. MBA を含むいくつかの学位修得プログラムが
提供されており.そのうちの一つに“Labor Relations" という修士 (Master of 
Science) のプログラムがある(この学士や博士は無い)。
参考) http://www.newhaven.edu/ http://www.newhaven.eduノ71
University of North Texas 
r College of Arts and SciencesJ における rDepartment of EconomicsJ から.
.M.S. with a Major in Labor and Industria1 Relations" という修士 (Master of 
Science) のプログラムが提供されている(この学士や博士は無い)。尚. MBA や他
の経営領域の学位修得プログラムは rCollege of BusinessJ から提供されている。
参考) http://www.untedulcolleges-sch∞ls.htm http://www.cob.untedul 
http:llwww.untedulpais/grad/gecon.htm 
University o[ Rhode Island 
rCharles T. Schmidt. ]r. Labor Research CenterJ において.“Labor Relations 
and I-uman Resources" という修士 (Master's Degree) のプログラムが提供されて
いる(この学士や博士はない)。また. Roger Williams University の rSchool of 
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LawJ との共同で. 4 年間で法務専門職学位(J. D : J urisDoctor) が修得できる制
度もある。この学位は.経営学や商学や経済学の学部から与えられるわけではなく.
MBA を含む他の経営領域の学位修得プログラムは rCollege of Business Administｭ
rationJ から提供されている。
参考) http://www.uri.edu/ http://www.uri.edu/research/lrc/ 
http://www.cba.uri.edul 
University of Wisconsin 
Milwaukee 校における rSheldon B. Lubar School of BusinessJ は. MBA といっ
た学位修得プログラムの他に. rCollege of Letters and ScienceJ と共同で“Human
Resources and Labor Relations" とし寸修士 (Masters) のプログラムを提供してし、
る(この学士や博士は無い)。
参考) http://www4.uwm.edu/ http://www4.uwm.edu/business/ 
http://www4.uwm.edulmhrlr/ 
Wayne State UIﾚversity 
rCollege of Liberal Arts and SciencesJ において.“Employment and Labor 
Relations" という修士 (Master of Arts) のプログラムが提供されている(この博士




MBA を含む他の経営領域の学位修得プログラムは rSchool of Business Administｭ
rationJ から提供されている。
参考) http://wayne.edu/ http://www.clas.wayne.edu/maelr/ 
http://www.busadm.wayne.edu/ 
West Virginia University 
rCollege of Business and EconomicsJ において. MBA を含むいくつかの学位修
得プログラムが提供されており.そのうちの一つに..Human Resources and Indusｭ
trial Relations" という修士 (Master of Science) のプログラムがある(この学士や
博士は無し、)0 r我々のプログラムは.アメリカで最も早く創られた HR プログラムの




University of Massachusetts (注: IR や LR.あるいはそれらと HR の複合語の専
門分野の名称が学位に付記されるわけではなしるが IR プログラムが導入されている
として掲載する。)
Amherst 校の íCollege of Social and Behavioral SciencesJ において. "Labor 
Studies'・という修士 (Master of Science) のプログラムがある(この学士や博士は
82 
無い)"この学位は，経営学や商学や経済学の学部からヲ-えられるわけではなく.
MBA や他の経営領域の学位修得プログラムは， Amherst 校においては iIsenberg
School of ManagementJ から提供されている。
参考) http://www.umass.edu/ http://www.umass.edu/sbs/ 
http://wwwおenberg.umass.edul
注:参考の URL は， 2010年 8 月時点に基づく。
第 2 節 第二次世界大戦後から 1960年代にかけての
IR プログラムの特徴とそれに対する批判
2-1 IR プログラムの導入背景















7) Kaufman (1993), pp.60-61. 
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所得が落ち込み，失業率が上昇する中で. Roosevelt 政権によって採択され
た政策は，労働者や労働組合の要望を支持するものであった口この点を Kauf­


















8 ) Kaufman (1993) はこの点に関して次のように補足してレる。 rKeynes の書籍 The GeneraI 
Theoη 01 Employment. Interest. and Money は Franklin Roosevelt が大統領に就任した後の 3 年
後に出版された。そζにおける着想は(完全雇用となる総需要の維持に向けての金融・財政政策
の頻繁な適用は)， 1960年代初期まで政府の経済政策に完全には導入されなかった。たとえ.
Keynesian のマクロ経済学者と ILE の学者間にほとんど交流はなかったとしても.それにもかか
わらず， 2 つの学派は非常に相互補完的であり.双方とも市場.とりわけ労働市場の不完全な特
徴を強調し.および双方とも経済への政府介入を合理的とした (p.215) J と。
84 
Industrial Recovery Act) ，全国労働関係法 (National Labor Relations Act) ，公正
労働基準法 (Fair Labor Standard Act) ，社会保障法 (Social Security Act) を含む
労働に関係してくるいくつかの法の可決であった。これらのうち.労使関係に
とって最も重要なことは 1935年に法として制定された全国労働関係法 [Na­




















って.再ひ不景気を深刻化する傾向がある [Kaufman(l 993)， p.215]J と。
10) K<lufman (1993). pp.61-62. Kaufman によると， rWa伊er 法の通過は.組合の成長を.おそら
くとりわけ大きく刺激したが.他方で. CIO (Congress of Industria1 Organization) の形成.そ
して CIO と AFL (American Federation of Labor)の対立もまたもたらした (p.62) J とされる。
























11) Kaufman (193). p.62. 例え l .f. Lens (1974) の The Labor 断Jrs を参照のこと。















ラムで最も重大なプログラムは， Cornell University (1945) , University of 
Chicago (1945) , University of Minnesota (1945). University of California 
(1945). Yale University (1945). University of Ilinois (1946) , Rutgers 
University (1947). University of Wisconsin (1948) , New York University 
(1948) , University of Hawaii (1倒的でのプログラムであった。また.全般的
に小規模であり.研究よりも教育が重視されていたが.いくつかのカソリソツ
ク系の大学も.率先して IR プログラムを設置していた。例えば， Rockhurst 
College (Kansas City). Loyola University (Chicago). Manhattan college (New 
York City). Seton Hall (New Je問y). St. J oseph's (Philad均hia). などであ2J
と。
13) Kaufman (1993), pp.62-63. 
14) Kaufman (1993), p.63. 
アメリカの大学における IR (lndustrial Relations) プログラムの展開(倉田} 87 
IR プログラムやその実施部所の設置は.とりわけその地域においては.高
く評価されることもあり.例えば， University of Wisconsin において Indus­
廿ial Relations Research Institute が設置されたとき.次のように評価されて
いた。 D947年に，評議会は大学に 労使の争議の中で公共の利益を守るため
の方法と手段についての研究を行うよう指榔した。 1949年においては.
Wisconsin State Journal は.その最新のIndustrial Relations Research Instiｭ
tute について次のように述べている。 U凶versity of Wisconsin のその部所は，
アメリカの最優先課題である.巨大企業 vs 膨大な労働者について診察するた
めの素晴らしい顕微鏡を供給している.2)」。
2 -2 IR プログラムにおける活動の範囲と多様性
多くの大学で IR プログラムが設置されたが これらのプログラムの内容は








士号の)プログラムだけを提供した。 1950 年代においては， Cornell と
Wisconsin の 2 つの大学だけが. IR の博士の学位修得プログラムを提供した
にすぎなかった。さらには.いくつかの IR の研究・教育の部所は.フルタイ





1960年代の Rezler の調査では.表 2 に見られるように.フルサーピスを行
う大学が 6 つ存在した。より詳細には， 1967年に調査した結果， 47の IR プロ
グラムのうち， Cornell U凶versity， University of Illinois, Loyola University 
(Los Angeles), University of Massachusetts, Michigan State University, Uniｭ









ある。 15の部所が IR の学位修得プログラムを提供し 30の部所が学位や単位
とは関係ない労働および/または経営に関する指導プログラムを実施し， 7 つ
の部所が研究活動だけに専念していた。ただし IR の学位修得プログラムは
16) Kaufman (1993), p.65. 
17) Luyula University (Los Angeles) は.現在， Loyola Marymount University という大学名にな
っており.現在 (2010年 8 月時点)，その大学においては“Industrial Relations" という名称が付
記される学位は無レ (http://www.lmu.edul)0 University of Utah においても.成在 (2010年 8
月時点)“Industrial Relations" とし寸名称が付記される学位は無'" (http://www.utah.edu/porｭ
tal/site/uuhome/) 。
18) University of Wisconsin のrIndustrial Relations Research InstituteJ 'J:，ょの刷査結果にお
いてはフルサービスではなく.表 2 における①， @，④を提供している純鴫に附した [Rezler
(1967), pp.2ω-261]0 
アメリカの大学における1R (Industrial Relations) プログラムの展開(倉旧) 89 
15あるとされるが.アメリカの大学に，且つ今日も IR プログラムが提供され
ていることで絞ると 大学は 6 つになる口




つかの理由があり それについては以下(とりわけ 2-5) で述べることにする。


























④調査・研究のみが行われている。 7 (14.9%) 
合計 47 (100%) 
表 3 IR プログラムにおける主な活動(通常行われているとして指摘された活動)
主たる活動内容 出答数
15(31.9%) 
①独 ÍI の IR の学位修得プログラムを有して 内訳)大学院プログラムのみ 10(21.3%) いる。 学士プログラムのみ 2 (4.3%) 





④調査・研究のみ行われてし、る。 7 (14.9%) 
注 1 :山67年にアメリカ カナダ メキシコにおける65の IR プログラムの統括部所に質問表を送
り， 47の有効回答があった。
注 2 :表 3 は，複数回答有りなので合計は47にはならない。
表 2 および表 3 の出所: Rezler, J.,“The Place of the lndustrial Relations Program in the 
Organizational Structure of the University" , Industrial and Labor Relatiolls Rcview, Volume 
21 , lssue 2，四68， pp.256-257，より筆者作成。
2 -3 IR プログラムの学際性と IR プログラムが実施される部所
IR プログラムの内容は，学際性と問題解決の指向を有していた。 IR のプロ
グラムのいくつかの方向性は従来の IR 研究のそれとかわらず，理論構築より
も問題解決が優先事項とされ児。例えば Adams (附7) によると， Co問H
University の rSchool of Industrial and Labor RelationsJ の設立を導いた条例
19) Kaufman (193). pp.66-67 
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においては， frSchool of lndustrial and Labor RelationsJ は，労使に影響を
与える産業.労働 公共の全側面における調査の実施と情報の伝達を通してア
メリカにおける IR の状況を改善することで、ぁ 2J と謡われていた。
この Cornell University の rSchool of lndustrial and Labor RelationsJ は.
州政府と大学が一丸となって設置されたことから.また先に述べたフルサービ
スが提供されていたことから，第二次世界大戦後から 1960年代にかけて IR プ
ログラムが導入される際の手本となったo Kaufman に従うと，設置形態にお
いても.カリキュラムにおいても Cornell University の rSchool of lndustrial 
and Labor RelationsJ が参照にされるに至った。 Kaufman はその部所につい
て次のように説明する。『最も包括的で.威信のあるプログラムは.ニュー
ヨーク州にある Cornell U niversity における rSchool of lndustrial and Labor 
RelationsJ であった。その学部は 大学の中で自立的な単位であり(注: Corｭ
nel University は私立大学であるが，私立の中に州立の rNew York State School of 
lndustrial and Labor RelationsJ が存在するというそれは特殊な組織である)， 1949年




..団体交渉' 調停， 1や併仲Iヰ中!ドl裁" “産業における人間閑係
社会保障"\'“労働市場についての経済学と分析.“労働史.組織，管理"“人
事管理 (Personnel Management) " ，“工業技術教育"の領域を専攻または副専攻
で、選んで、研究することがで、き沿と。
Cornell University の IR プログラムに含まれる研究領域はかなり広く，百
加) Adams (196η. p.7却.





った口 Kaufman に従うと.他大学における IR プログラムは， Cornell Uniｭ




団体交渉という 4 つが多くの IR プログラムで研究・教育されてい究(もっとも.
後述するが.この中で人事管理.ならびに人間関係論や行動科学や組織行動論はかなり
軽視されていた)0













2) Kaufman (1993), p.6. 
23) Kaufman (1 993), p.218. 








ー構成部所ではなく 独立的な予算や権限を有する部所から IR プログラムが
提供されることを欲するという要望と並行していた。戦後 多くの大学で IR
プログラムが導入される際.理想とされた部所は.ここでも Cornell Universiｭ
ty であった。「ほとんどの大学は Cornell モデルに従った。それらの大学は.
Princeton や MIT で取られていたような現存する(例えば.経済学部のような)
学部におけるー構成単位には反対し 独立的な権限を有する部所として IR プ
ログラムを包含した。 IR プログラムの実施部所に与えられる一般的な名称は.
お}
School, Institute, Center であった」。
もっとも.表 l において見られるように. IR の学位修得プログラムが経営
24) Kaぱman (1993). p.67. Kaufman によると.学際的アプローチの美智.は. California Institute of 
Technology で創設された IR の研究・教育部所によって発行された便覧におし‘ても表明されてお
り.それは「多くの領械において社会科学の多様な分野(経済学.政治科学.佳史.社会倫理)
が. もし11: ~、に連携的に III~ 、られるならば.他の何らかのアプローチよりも.社会現象の原因へ
より明断な糊祭を.ならびにより現実的な効果の測定およびより見込みのある解決を提供する
(p.218) J と述べていたとされる。
25) Kaufman (1993). p.64. llí 時. IR の研究・教育部所に付けられた名前は. rほとんどが IR とい
う用語を合み.その用時を JM!l1であるいは他の用語と組み合わせて使川されていた。単独の例は.
University of California の Berkeley 校における Dnstitute of Industrial RelationsJ であり.
University of Minnesota の fIndustrial Relations Center J であった。縫合時の例は. Cornell 
University の fSch∞1 of lndustrial and Labor RelationsJ. 似たような名称としては. Universiｭ
ty of Illinois の rrnstitute of Labor and lndustrial RelationsJ. University of Wisconsin の
nndustrial Relations Rcsearch InstituteJ であった。いくつかのプログラムはそのタイトルに
IR ?~、う 11日訴を使わなかったn Yale University の fLabor and Managcment Center J. Rutgers 
University のfInstitute of Management and Labor RelationsJ. New York University の fIn­
stitute of Labor Relat ions and Social Security J であった [Kaufman 日 993). p.耐H 。
94 
学や商学の学部の中で展開されている大学もある。先の Rezler の 1967年の調
査においても. 47のうち 12のプログラムは経営や商学の学部から提供されてい
た。この点について. Kaufman は次のように指摘している。íIR プログラム
の実施部所のいくつかは.ビジネス・スクールにあった口しかしこれは好ま
れたアプローチではなかった。むしろ より一般的な対応は.一研究機関











加えて.いくつかの大学(例えば， University of Illinois) は.ビジネス・スク-
'zl) ルは労使協議制のコンセプトと相反すると考えたJ とされる。学際性について
は. PM 学派も支持あるいは受容するところであったが，経営学部や商学部の
外部での IR の研究・教育部所の設置という考えは PM 学派というよりも
ILE 学派的であった円
26) Kaufman (1開3)， p.64 
2:1) Kaufman (193). p.64. 
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2 -4 IR プログラムと ILE 学派の関係
IR の研究・指導プログラムは.いくつかの大学では IR についての ILE 学
派と PM 学派の双方を代表する研究者と教科を含んだ。 fl940年代後半から
1950年代初期において ILE 学派は 労働法，労働史.政治学からの研究を含
むように制度学派労働経済学の基盤を広げた o PM 学派も同様に人間関係.産
業社会学.管理論.人類学の研究者を含むように人事管理や産業心理学の基盤
を広げていった。それゆえ. ILE 学派的 IR プログラムは.団体交渉，調停と
仲裁，産業法や労働法や社会保障.労働市場の現状と分析のような研究領域に
おいて教科と教員を有する Cornell プログラムに代表された。他方で. PM 学
28) 
派の構想は.産業における人間関係.人事管理，産業教育で形取られていたJ。
ただし Cornell University の IR プログラムにおける研究・教育領域では.
人事管理論が含まれたが. PM 学派に主に基づく IR プログラムを提供する大
学は少なく，第二次世界大戦後導入された IR プログラムは，比較的. ILE 学
派的であった。そのことは.幾分 r<議会文書集の New York Legislative 
Documents (1945, No.20) における New York State School of Industrial and Labor 
Relations'こ関する臨時評議委員会による報告書である)学校設立の妥当性およびそ
の目指す体系と使命についての説明を含む州法制定を具申した報告書から明ら
28) Kaufman 日993). p.67. Cornell University での IR プログラムいおし‘ては.団体交渉.調停と仲
裁.産業法や労働法.社会保|成労働市場の現状と分析が.人事管理論や人間関係論や行動科学
よりも重飼されたとし、う意味では ILE 志向的であったが.完全に人 1111 聞係論や行動科学が捨象
されてし、たわけではなレ。 Cornell での IR プログラムにつし、て. Adams (1967) によると， r人
間関係論とその応用に関する機々な側面について 9 術の歯'絡が教員によって出版された。(…中
略…)加えて， 3 iRtの紀要と 36の論文がこの領域において発行された。 rSchool of Industrial 
and Labor RelationsJ の教 L~ の多くは人間関係の調査研究の方法論に I!tJ心をもっていた。(…中
略…)モチベーションの研究に関して 2 冊の書籍と 30の論文が発行された。(…中略…)人事管
理の領域におし‘ては 4 冊の紀要が発刊され， 20の論文が様々なジャーナルにおいて掲載された。
(…中略…) fSch∞1 of Industrial and Labor RelationsJ はその設立初期においては.産業訓練
に関して指導し研究する特殊な部所に 3 名の教員だけを有していた。そのrIndustrial Trainｭ
ing UnitJは長い間日の 11 を見なかったが.幾人かのメンバーの教員はこのテーマに関して出版











同様に， University of Wisconsin における fIndustrial Relations Research 
InstituteJ の ILE 学派的志向は， Commons の流れを汲むことを強調した
Somers (1967) の次の言明に表れていた口 DR の研究・教育部所の初期の研究
と活動の多くが.団体交渉の問題や労働側と経営側の関係に関する法に対する
University of Wisconsin の長期的な関心の上に展開されていることは驚くに値
しない。 Witte 教授の指揮のもと.経済学部における故 Seling Perlman, 
Elizabeth Brandeis そして経済学部の他の人々は.および Nathan Feinsinger 
教授の指俸のもとロー・スクールの Robben Fleming, Abner Brodie は.加





上記の University of Wisconsin のみならず University of Illinois や Michi­
gan State University における IR の研究・教育部所についても同様の傾向が
見られた。 University of Illinois におけるこの部所の歴史について， 1967年に
Rothbaum は， f教員は.労働側と経営側の問題についての研究への学際的な
29) Kaufman (1993), pp.218-219. 
30) Somers (196η， p.740. 
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アプローチは最も意義あることであると同意し そして長期研究プログラムの





Michigan State University の rSchool of Labor and Industrial RelationsJ 





上記の 3 つの大学においては 労働問題に対しての学際的なアプローチは採
られているが.人事管理論や人間関係論や産業心理学が強調されることは少な




1960年代にかけては 多くの大学の IR プログラムにおいては ILE 学派が重視
されていた口厳密な基準で行われた調査ではないが. Kaufman に従うと. r全
般的に. IR の研究・教育の部所は ILE 学派的な傾向が強く見られた(10点尺
度で言うと .10が完全に ILE 学派的であるとすると が~ 7 -8 であった) 0 Cornell の
31) Rothbaum (196η， p.733. 
32) Faunce (1967), pp.737-738. 
33) Kat伹an (1993), p.219. 
98 
プログラムは平均に近かった・・・(中略)・・・Univcrsity of Ilinois. University of 
Wisconsin. Michigan State U niversity のプログラムは，平均よりも上で ILE
34) 学派的な見解であったJ とされる。当時.アメリカ企業における人事・労務管
理部門は，組合と使用者側の仲介や法の番人と言われていたが，この指摘は
ILE 学派的な IR プログラムの内容と並行していた。
尚. Kaufman によると. ILE 学派の影響が強いところでは.名称にもそれ
が現れたとされる。「歴史的には. Industrial Relations という用語は. IR プロ
グラムは雇用関係の全側面を覆っているということを示唆しているが，その修
正用語である Labor Relations は 労働側と経営側の関係がとりわけ重視され
ていることを示すべく含まれたと思われる(プログラムの名称がそうであるならば.
35) 
傾向的には ILE 学派的な視点であった)J とされる。
このように IR プログラムにおいて ILE 学派が主流であったのは，第 l 節で
述べた背景に起因する。この点について Kaufman は次のように要約するo








は多く.彼らは IR プログラムに ILE 学派的な観点をもたらしたと考えられる。
また. ILE 学派的志向への貢献は，組合運動と団体交渉に対しての比較的支持
34) Kaufman (1993), pp.67-68. 
35) Kaufman (1993), p.219. 
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的な世論感情であった。この事実は.学問領域に関わらずその期間のほとんど
の IR の研究における価値観と信念において映し出されている。最終的に







2 -5 IR プログラムに対する批判
IR プログラムの導入は 第二次世界大戦後から 1960年代にかけていくつか
の批判を受けていた。
一つ日の批判は. IR プログラムの学際的な特徴に対して生じた。 IR の学位
修得プログラムにおいては修得のために非常に多様な学問領域の学習が必要で
あったが.それについて反対される場合もあった。 University of Wisconsin に





で、あった)」。また.当時の University of Wisconsin の組織のディレクターは.
「労働経済学の学生は，学位を得るためにたくさんの厳格な要件に対応しなけ
36) Kaufman (1993), p，槌.




















University of Illinois および University of Wisconsin での IR の研究・教育部
38) Kaufman (1993), p217. 
39) Kaufman (1993), p217. 表 l からも分かるが.今日. IR のプログラムが経済学部の中で展開さ
れることは少ない。 Kaufman に従うと.取プログラムへの(労働)経済学者の協力は少なくな





とを求めている Chicago 学派の新古典派労働経済学者は， IR の研究・教育部所への参加に限定
的である。他方で， IR の研究・教育部所によって望まれる制度学派に基づく労働経済学者が経
済学部に服用されることはかなり凶雛になっている。この状況により Wisconsin の IR の研究・
教育部所は， 1970年代後半.部所のステータスに関して不成功的に大学に訴えることとなった
(p.218) J と。
40) Kaufman (1開3)， p.64. 
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所は.双方の大学における商学部によって激しく反対されてい先例えば.
IU niversity of Illinois での IR の研究・教育部所と商学部の冷たい関係は，
1950年代においては.経済学部から 6 名が.社会学や心理学部から 1~3 名が，
その IR の研究・教育部所と兼任していたが，商学部のビジネス・スクールか
らはわずか l 名だけで‘あったという事実において明らかで、あっ札
全ての IR プログラムが とりわけ独立的な形で提供される場合，商学や経
営学の学部から熱烈な支持を受けてきたわけではなく.たとえ設置当初では受
容されていたとしても. 130年後 LR から人事あるいは HR への学生の要望
41) 例外もあり. University of California の Berkeley 校における Dnstitute of lndustrial Relaｭ
tions (現在の名称はInstitute for Research on Labor and Employment) J では， IR の研究・教
育部所における教員の多くは ピジネス・スクールと兼任しており.ピジネス・スクールと IR
の研究・教育部所の 2 つは友好的な関係を築いていたとされる [Kaufman は993)， p.216] 。
fInstitute of Industrial RelationsJ は労働問題について一調査研究や指導を行う部所であり， 1945 
年に Berkeley 校および L(一対 Angeles 枝に設置された。 Gordon. M. S. (1967) によると， Rerkeｭ
ley 校では.当初経済学荷が中心となり研究・教育が行われて\"たが， 1964年からオフキャンパ
スでマネジメント・プログラムが行われるとともに.そこにおいては経営学部の教員が参加する
に至ったとされる。 rfInstitute of Industrial RelationsJ は.ここ数年i活発にオフキャンパスのマ
ネジメント・プログラムを実施している。それに， Mason Haire, Richard H. Holton を含む経営
学部 (School of Business Administration) の多くの教員.および George S汀au誌が積極的に参
加している (p.724)J と Gordon. M. S.によると指摘されている。
I必 Angeles 校は.少なくとも設置後しばらくの聞は.人間関係論.人事管理論の研究者が多
数関与していた。 Bernstein (1967) によると. B949年において， rInstitute of Industrial 
Relations (現在の名称は Institute for Research on Labor and Employment) の幾人かのスタッ
フメンバーは.人事管:mlや感受性訓練プログラムの研究を行う人間関係研究グループ (Human
Relations Research Group) を形成した (p.725)J とされる。また.この部所にお ν ては.
Veblen や Commons や Mitchell とし、った制度経済学の書籍が再出版されたり.労働問題につレ
ての経済学的研究も活発に行われたりした。労働史.労働済経済学の研究者もこの機関での研究
に積極的に関わっており， r労働史.労働経済学における研究もまたこの機関の研究活動におい
て常に突/H的である (p.725) J とされる。
42) Kaufman (1993), p.216. この問題のー解決方法は.双Hの学部で人都竹:~~Ilや人間関係論の領域
の研究者を 1採用しそれらに附する科目の設置を容認するというものであった。 f(例えば， U凶.
versity of IJJinois のように)いくつかの大学は， IR の研究・教育部所にもビジネス・スクール
にも両方に対して.人事判明1や人間関係の領域の研究者を採用しこれらの領域の教育.を行うこ
とを認めることによってこのコンフリクトを解決した。この容認は.マネジメントに関連する指
導を提供することを IR の研究・教育部所に可能にしたので.この容認は.IR の研究・教育部所に
とっては満足のゆくものであった [Kaufman (1993), p.64J J。ゆえに， Univprsity of Illinois の IR
プログラムでは. (団体交渉 労働法.調停と伸哉.社会保障を含む)労働経済学.産業におけ
る人間関係.労働組合の組織と管理.および人事管理といった 4 つの領峨の研究・教育をするこ
とができた [Ka凶man (1993), p.66J 。
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における変化は， IR の研究・教育部所とビジネス・スクールの間の競争をか
なり強め. しばしば IR の研究・教育部所に損傷を与えるに至っ泊。
もっとも.経営学部や商学部は人事管理論や人間関係論を必要視したとして
も.これら領域が，必ずしもそれら学部において高い位置づけにあったわけで
はなかった。 Gordon， R. A. & HoweU は 経営教育に関する第三者評価機関で
ある AACSB [American Association of Collegiate Schools of Busirぷ]によ
って1955-56年において承認されているビジネス・スクールを無作為に選択し
調査した結果， 33校のうち8校だけが，大学院修了のために人事管理論と人間
関係論 (Human Relations -Personnel)をその要件に課したにすぎなかったこと
を.および l 校だけが IR (Industrial Relations) の教科の修得を課したにすぎな
かったことを指摘している口また， Chicago, Columbia, Cornell, Dartmouth, 
Harvard, New Y ork, Stanford, Virginia の 8 校のうち 4 校が.大学院修了のた







43) Kaufman (1993), p.65. 
44) 現在の名称は Association to Advance Colegiate Schols of Business である。
45) Gordon & HoweU (1959), pp.260, 471-474. 33校は.学士課程と大学院の課程を有する。経営
に関するカリキュラムにおいて人事管理論が高い位置づけにならない理由として. Gordon & 
Howell は次のように述べている。 f人事管理論は， (人間関係の領域における重要性を除いて)
研究・教育にとって軍要性が非常に小さい一般論を有した領域である。一部この理由のため人事
管理論は優秀な学校では重視されない領域である (p.l 89)J と。この特僚は.今日におし、ても見
られるが. HRM に名称変更したからといって MBA プログラムで IR や HRM が必修科目になる
ことは稀であった。この点に閲しては.倉田 (2∞5) も参照のこと。
























46) Kaufman (1仰3). p.68. 
























48) Kaufman (193). pp.65-66. 
49) Kaufman り993). pp.68-69. 
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把握するようになっていっ究」。
経営学部教員の協力が比較的あった IR の部所でもそれに対して嫌疑する者
がおり. Kaufman によると.電話での会話内容に基づいているが. ru凶versi­
ty of California の Berkeley 校における fInstitute of Industrial RelationsJ の






例えば. U niversity of Illinois の IR の研究・教育部所においては次のことが生
じた。「ビジネスへの不信と敵意が高まった 1949年の春に，幾人かの議員は.
IR の研究・教育部所を労働者擁護で社会主義的な見解を有すると批判し，そ
してロシアとの文化交流協会 (SocÍety for Cultural Relations with Russia) のかつ
て一員であった IR の研究・教育部所のディレクターを非難した。また.資本
主義よりも社会主義で働くインセンテイプを与えるような社会主義者クラブと






回) Kaufman (1993), p.69. 
51) Kaufman (1993), p.220. 
















七つ目は. ILE 学派的な IR プログラムではなく，どちらかと言うと. PM 
学派的な IR プログラムを提供していたという異なる特徴であったむ上記の 6
つの批判においては その根底において IR プログラムを設けること自体に対
して疑念があったが，この七つ目の批判においては，いかなる学部からであろ
うとも IR プログラムを設けること自体には同意はしているものの. ILE 学派
的なプログラムを提供しようという意向は少なかった口(はじめに)で述べたよ
うに，第二次世界大戦以前には既に.人事管理の実務家で.且つ IRC (Indus-
trial Relations Counselors) や SCC (Special Conference Committee) のメンノ fーで
あった Hicks は.大学において IR のプログラムを設置すべく積極的に取り組
んでいた。組合が無いことは良い労使関係が築かれている証として捉え.そ
53) Kaufman (1993), p.69. 
54) Kau加an (1993), p.69. 
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して団体交渉に代わって従業員代表制を普及させることに懸命になって
いた Hicks は， 1920年代および30年代に，いくつかの大学において.産業心
理学.人事管理論，人間関係論に焦点を合わした PM 学派に基づく IR プログ
ラムの導入に関わっていた。いくつかの大学とは， Stanford University, 
Princeton University , Massachusetts Institute of Technology , University of 
Michigan, California Institute of Technology，カナダの Queen's University, 
であっ究。
また， Hicks 以外の IRC のメンバーも教壇に立つようになっていた。例えば，
IRC のメンバーであった Thomas Spates がそうであった() Spates は， rゼネ
ラルフード社 (General Foods Corporation) で IR 担当の副社長であり， IRC (ln-
dustrial Relations Counselors) のスタッフメンバーであった。後に， Yale Uniｭ
versity の人事管理論の教授になっていた。 Spates は労使関係についていくつ
かの論文を書いており，そのほとんどは，アメリカ経営協会の人事管理論集
(Personnel Series of the American Management Association) のために書かれたも
のであっ払この IRC は， r経営トップに対し 労務方針全般と全ての人事・
人的資源慣行に関する詳細で、信頼性の高い報告書や勧告を提供することで.多
くの企業に対して IR のコンサルタントとしての役割を果たすこを」をー使命
とし， Hicks は1936年から l例4年まで IRC の理事会議長を務めていた。募集.
採用.配置.配世転換.教育訓練.規律. レイオ 7，解雇.年金.利潤分配制
55) Kaufman (1伺3). pp.46-47. 211. Hicks (1941). pp.l40-152 (同訳書. 153-164ページ).倉HI
(2∞8) 。
56) Kaufman (1伺3). p.57. Arthur Y oung も IRC のメンバーであり. United States Steel Company 
の副社長を務め.さらに California Institute of Technology の IR の研究・教育部所で活動を行
うようになってかた。 Califorrua Institute of Technology における IR の研究・教育部所は. IRC 
の支提のもと. 1930年から 1939年の IIIJ に 15の調査研究を m版するに至った [Kaufman (193). p. 
57] 。
57) Kaufm;m. p.3.1. in Kaufman. Beaumont. & Helfgott. eds (2∞3). 尚. IRC li. Rockefeller. jr. か
らの財務的支織を受けつつ 1926年に設立された [Kaufm肌 p.69. in Kaufman. Beaumont. & 
Helfgott. eds (2003)] 。
108 
など幅広い領域における調査・分析を行い 企業に対してコンサルティング・
サービスを IRC は提供してい定。 IRC の活動の方向性や根本的な考えは.先







Yoder (1 956) の人事管理論.少なくとも第 4 版の Perso111zel Management and 
111dustrial Relations においては 労働組合との団体交渉制度が公式制度とし
て位置づけられ.労働力管理への組合参加は 労働者が自らの組合を通じて産
業民主主義の線に沿った目標達成を行っていると認識されてい弘
しかしながら.その第 4 版において Commons を中心とした制度経済学が援
用されたわけではなく.人間関係論の研究成果を取り入れてコミュニケーショ
シヨンやチームワークを促進することが強調されてい究。ゆえに.組合員が増
58) Kaufman. pp.74-112. in Kaufman. Beaumont. & Helfgott. eds (2∞3). 
59) IRC においては従業員代表制に関する研究報告書はなく.この意味ではそれを重視した SCC
とは異なるが. Rockefeller. Jr. を介して繋がり.得意分野にそれぞれ特化し IRC と SCC はあ
る意味互いに「補完J しあっていたように思われる。 Kau企nan によると. rscc と IRC は.別
個の独立した集団であり.ニューヨーク市における違う場所にそれぞれ事務所をもっていた。そ
れにもかかわらず. Rockefeller. Jr とそれぞれ緊密に結びついていたことにより.ならびに労使
関係に対する哲学と戦略の共通性により.双方は密接に結びついていた [Kaufman. p.85. in 
Kaufman. Beaumont. & He!fgott eds (2003)]J とされる。 SCC について詳しくは.伊藤(1996).
ならびに平地.伊藤.関口.森川.編著 (1998) における MSCC の労務瑚念と従業員代表制"
を参照のふと。 IRC ならびに IRC と SCC の関係については. Hicks (1 941) の訳書である伊藤
(20(泌) r経営コンサルタントのパイオニアj の"訳者あとがき"も参照のこと。
60) Hicks は. 1919年 7 月に 10社(最終的には12社)の人事管理担当者が集まった会合で.議長を
務めることを依頼され.その後 10年間務めていた [Hicks (1941), pp.136-139 (同訳書.
149-151ページ)，“訳者あとがき"の201-203ページ]。
61) Yoder (1 956), pp.351-394. Yoder は次のように述べる。「自身の組合を過して加 u日してし、る従
業員は.幾分~業民主主義を達成し.発効させてしι(p，おO)J と" Yoder の鱗 3 版(1942) ま
では.組合や凶体交渉には懐疑的であったが. Yoder (1956) の第 4 版におし、ては.その見方は
変わっている。この変化については.岩出(1989) ， 69-79ページ.を参照のこと。
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え.労働条件に対する組合の統制が強まる第二次世界大戦後から 1960年代にお
いて. ILE 学派に基づく IR プログラムが主流になる中でも f対照的に.
University of Minnesota のプログラムは. IR の研究・教育部所における Dale
Y oder. Herbert Heneman. J r吋 Donald Patterson.といった 3 人の有名な研究者
の人事管理への強い関心を反映してより PM 学派志向であった。…(中略)…
(Institute of Human Resources の一部所である) Yale University の íLabor and 
Management Ce附rJ もまた.比較的強い PM の見解を有してい刻。
ILE 学派的な IR プログラムか PM 学派的な IR プログラムかの選択におい
て激しい議論があったのは. Hicks の失敗からも理解され得るかもしれないo
Kaufman によると. Hicks は University of Wisconsin にも IR の研究・教育部
所を作ることを試みたが. 1939年に Wisconsin 大学の経済学部はその設置を一
旦は承認したものの結局「理由は不明だが決して成立しなかっ党」とされる。
また. Hicks が間接的に関与して 1935年に University of Michigan のビジネ
ス・スクールにおいて IR の研究・教育部所が設置されたが. 1960年に Wayne
State University との合同で University of Michigan は別の IR の研究・教育部
所(Institute of Labor and Industrial Relations) をつくるに至ったとされる。それ
ゆえ， University of Michigan は 1960年代後半まで IR について 2 つの部所が
存在していた。この点について Kaufman によると. Hicks が関与して設置さ
れた部門は PM 学派を受け継いで、おり. Wayne State University との合同で
つくられたところは ILE 学派を継承していたとされるつ
62) Yoder (1956), pp.794-795. 
63) Kaufman 日993). pp.67 -68. 
臼) Kaぱm加 (1993)， p.211. 





なかった。たとえ 1920年代の先駆的な IR プログラムが PM 学派の人物によっ
て推進されてきたものであったとしても 全国産業復興法といった一連の法の
制定および第二次世界大戦後の強まる労使間のコンフリクトという背景の中で，
ILE 学派の流れを汲む IR プログラムが主流であった。
しかしながら. IR プログラムは ILE 学派の流れを汲んだとしても，それが
完全に支持されたわけではなった。果たして必要かどうかという疑問が抱かれ
つつ.議員.使用者側，労働者側.他学部の研究者から批判されることもあ
った。そのことにより.たとえ Comell University の rSchool of lndustrial 
and Labor RelationsJ が手本とされたとしても.各大学で設置された IR プロ
グラムの活動範囲.内容.および提供形態においてはかなり多様性が生じてい
た。
さらには.少なくとも 1960年代後半にもなると. IR プログラムの内容はか
なり変化していた。 Wayne State University との合同で University of 
Michigan に設置された rInstitute of Labor and lndustrial RelationsJ は.設
置当初においては ILE 学派を継承していたが. Ferman は. 1960年代後半にお
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ツクを開発することであ宮」と。





IIndustrial Relations Research InstituteJ の研究活動への心理学部とビジネ
ス・スクールの増えるに至った参加を反映している。(…中略…) George 
Strother, Alton Johnson，および Alan Fillry 教授は，退職についての研究，
人事管理論.組織行動論の研究を奨励し，参加しおと。そして今日.表 l に




て明らかにすることは次回以降にしたいが， Iowa State University における
IR プログラムが閉じられる際の言明は， IR プログラムの運背においては学生
の関心や特徴も含む複雑な要因が絡んでいることを思わせる。と同時に.実務
家向け対象の HRM は， IR プログラムにはなじまないと捉えられていること
も理解することができる。
Iowa State University においては.かつては， rCollege of BusinessJ にお
いて“Master's of Science in Industrial Relations" があったが.現在は無い。
2004年に， Iowa State University は IR の修土の学位修得プログラムを閉じる
に当たって次のように述べている川 2000年に入って.履修者の半分は.フルタ
66) Ferman (1弼7)， pp.742-743. 
67) Somers (1967), p.740. 
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職斡旋は. とりわけ(同時多発テロのあった) 9 月 11 日以降，今や一層困難にな
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